
ごあいさつ
すっかり涼しく、時には肌寒く感じられ

る季節になりました。今年は、豪雨にコ

ロナウィルスとの戦いも加わり、心安ま

る瞬間のない夏でした。

冬に向けて再びコロナウィルスの心配

が多くなりそうですが、今はもう、自分

にできることをコツコツとやるしかない

と思っています。

当事務所での法律相談は、コロナ禍前

と同様に行っていますが、心配な方で

も安心してご相談いただけるよう、

Web相談の体制を整えています。

まだWeb会議には慣れない・・・という

方には、電話相談もお受けしています。

さらに、いきなり電話で話すのはちょっ

と・・・という方には、LINEでご連絡い

ただくこともできます。

とにかく、みなさまの心配ごとが１つで

もなくなりますよう、精一杯サポートい

たしますので、なんなりとご相談くださ

い。

パワハラ防止法
さて、今回は、６月１日から施行されい

るパワハラ防止法について説明します。

＜法律の制定＞

ご存じのように、「パワハラ」とは、「パ

ワーハラスメント」の略で、職場におい

て行われる優越的な関係を背景とした

言動であって、業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものによりその雇用する

労働者の就業環境が害されることをい

います。

働き方改革関連法として、２０１８年に

制定された、「労働施策の総合的な推

進並びに労働者の雇用の安定及び職

業生活の充実等に関する法律」（略

称：労働施策総合推進法）に、パワハ

ラに関する規定が新設され、それに伴

って、関連する省令や指針が公布・告

示されました。

この改正された労働施策総合推進法

（以下「改正法」）が、世間で「パワハ

ラ防止法」とよばれている法律です。

＜中小企業がやるべきこと＞

パワハラ防止法は今年6月1日に施行

されました。

中小事業主は、今のところ「できるだけ

取り組む」という努力義務しかありま

せんが、2022年4月1日から、パワハ

ラについて以下の措置が義務化され

ます。

① 事業主の方針の明確化およびその

周知・啓発

（ア）パワハラの内容やパワハラをして

はならない旨の方針を明確にし、

管理監督者を含む労働者に周知・

啓発すること。

（イ）パワハラの行為者については厳

正に対処する旨の方針および対処

の内容を就業規則等に規定し、管

理監督者を含む労働者に周知・啓

発すること。

②相談・苦情に適切に対処するために

必要な体制の整備

（ア）相談窓口をあらかじめ定め、労

働者に周知すること。

（イ）相談窓口担当者が、相談に対し

て適切に対応できるようにし、パワ

ハラ発生のおそれがある場合やパ

ワハラに該当するかどうか微妙な

場合にも広く相談に対応し適切な

対応を行うようにすること。

③職場におけるパワハラへの事後の

迅速かつ適切な対応

（ア）事実関係を迅速かつ正確に確

認すること。

（イ）パワハラの事実が認められた場

合に、速やかに被害者に対する

配慮のための措置を適正に行う

こと。

（ウ）パワハラの事実が認められた場

合に、行為者に対する措置を適

正に行うこと。

（エ）改めて職場におけるパワハラに

関する方針を周知・啓発する等、

再発防止に向けた措置を講ずる

こと。

④併せて講じるべき措置

（ア）相談者・行為者等のプライバ

シーを保護するために必要な措

置を講ずるとともに、その旨を労

働者に対して周知すること。

（イ）パワハラの相談等に対して、解

雇その他不利益な取扱いをされ

ない旨を定め、労働者に周知・啓

発すること。

ご相談を！
今すぐ準備に取りかかっておかない

と、2022年の法改正に間に合いませ

ん。ぜひ、すぐに当事務所にご相談く

ださい。サポートいたします。
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皆様にタイムリーにヒヤマ・クボタ法律事務所から情報をお届け
したいと考え、このたび、ＬＩＮＥ公式アカウントを始めました。

このたび当事務所は、FacebookページやＬＩＮＥ公式アカウントの他、
TwitterやInstagramを始めました。
事務所の最新情報や公式ホームページの更新情報、その他お役立ち情
報をお届けします。
よければ、友だち追加、フォローをお願いします！


